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はじめに 

統計委員会では、毎年度、統計法（平成19年法律第53号）第55条第２項の規定により、総

務大臣が取りまとめた統計法の施行状況について報告を受けており、同条第３項の規定に基

づく意見を総務大臣又は関係行政機関の長に対して述べる要否を含め、審議を行っている。 

この審議は、専ら、統計法第４条の規定に基づく「公的統計の整備に関する基本的な計画」

（以下「基本計画」という。）において検討・実施が求められた事項を対象にしており、これ

ら事項の着実な推進を図る上からも重要な役割を担っている。 

これまで基本計画は、第Ⅰ期が平成21年３月13日に、第Ⅱ期が平成26年３月25日に閣議決

定され、統計行政全般に関するマスタープランとして機能してきた。今般の第Ⅲ期基本計画

は、平成30年３月６日に閣議決定されたところであり、統計委員会の機能強化などを内容と

する統計法の改正（平成30年法律第34号）ともあいまって、公的統計の整備は、新たな局面

を迎えている。 

このような中、本年度の統計法施行状況に関する審議は、第Ⅲ期の基本計画の初年度であ

る平成30年度に各府省が行った取組のうち、統計委員会において、その詳細な確認が必要と

された事項について、関係府省の取組を評価するものであり、本報告書は、統計委員会企画

部会における審議結果を取りまとめたものである。 

なお、本報告書の構成は、これまでと同様、「本編」と「資料編」からなっている。「本編」

では、検討の経緯や企画部会における審議結果等を概括しており、「資料編」では、企画部会

で使用された資料等で構成している。 
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Ⅰ 検討の経緯等 
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１ 検討の経緯 

総務大臣は、統計法第55条第１項の規定に基づき、統計法の施行状況について各府

省に報告を求め、同条第２項の規定に基づき、毎年度その報告を取りまとめ、その概

要を公表するとともに、統計委員会に報告することとされている。そして、この報告

を受けた統計委員会は、同条第３項の規定に基づき、関係大臣に意見を述べることが

できることとされている。 

統計委員会は、令和元年６月27日開催の第138回統計委員会における総務大臣からの

平成30年度の統計法施行状況報告を受け、直ちに企画部会に付託して、審議を開始し

た。 

２ 審議の対象（本報告書の対象） 

本報告書は、第Ⅲ期基本計画に記載された事項に係る平成30年度までの各府省の取

組状況について、総務大臣からの報告を受けて令和元年度に企画部会で審議した事項

について結果をとりまとめたものである。 

３ 審議の進め方 

＜第Ⅲ期基本計画への取組状況に関する審議＞ 

審議は、「平成30年度統計法施行状況審議の進め方について」（令和元年６月28日企

画部会決定）（資料１参照）に沿って、以下のとおり行われた。 

（１）審議方法、審議回数

審議は、企画部会において、関係府省からの提出資料やヒアリング等を通じ、取

組状況や今後の見通し等を確認するという方法で実施し、結果を報告書として取り

まとめることとした。６月に審議の進め方、７月に審議事項を決定した後、具体的

な審議は、ヒアリング及び質疑を８月に１回、取りまとめ審議を９月に１回の計２

回実施した。 

（２）審議事項の選定の考え方

本年度の審議対象である平成30年度は、第Ⅲ期基本計画の初年度に該当し、各省

の取組も端緒の段階であることを踏まえ、部会長と事務局において相談した上で、

次の３点を考慮して審議候補事項を部会に提示した。その上で、提示した審議候補

事項以外の事項も含め委員から意見を収集の上、部会の協議を経て決定することと

した。 

① 実施時期が「平成 30 年度（2018 年度）末までに実施する（結論を得る）。」と

されている事項（19件）

② 実施時期が「可能な限り早期に実施する（結論を得る）。」とされている事項

（３件）

③ 実施時期が「平成 30 年度（2018 年度）から実施する。」とされているもののう

ち、検討状況又は進捗状況の詳細を確認する必要がある事項
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（３）審議事項等

７月18日の企画部会において、各府省からの報告に関して改めて確認する必要が

あるものとして、以下のとおり５件の審議事項を選定した。また、審議事項のうち、

国民経済計算に係るものについては、専門性を考慮し、国民経済計算体系的整備部

会において実質的な議論を行った。なお、上記（２）の①から③のうち今回の審議

対象としなかった事項は、統計委員会として、現時点において、各府省からの報告

に関して改めて確認する必要がないと判断したものとした。 

■国民経済計算体系的整備部会の審議事項（８月23日）

①「法人企業統計調査における調査票の督促、欠測値の補完方法の改善方法に

ついて結論を得る」ことについて

②「消費者物価指数の次期基準改定に向けた冠婚葬祭サービスなどの把握の可

否」等について

■企画部会の審議事項（８月30日）

③「事業所母集団データベースに格納する統計調査の範囲拡充」等について

④「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドラ

イン」の導入・適用について

⑤「賃金構造基本統計調査における匿名データの提供」について

４ 審議経過 

上記「３」の審議の進め方に沿って、企画部会及び国民経済計算体系的整備部会で

審議を行い、その結果を、９月30日の第４回企画部会に「平成30年度統計法施行状況

に関する審議結果報告書（第Ⅲ期基本計画関連分）（案）」として提示し、審議の上、

決定、公表した。 

審議経過は、以下のとおりである。 

＜第Ⅲ期基本計画への取組状況に関する審議＞ 

  令和元年 

６月27日 第138回統計委員会において、総務大臣が統計委員会に対し、「平成30

年度統計法施行状況報告」を提出 

６月28日 第１回企画部会において審議の進め方（審議事項含む）を決定 

７月18日 第２回企画部会において、審議事項を決定 

８月23日 第17回国民経済計算体系的整備部会において、以下の事項について各

府省ヒアリングを実施 

・「法人企業統計調査における調査票の督促、結束地の補完方法の改善

方法について結論を得る」ことについて 

・「消費者物価指数の次期基準改定に向けた冠婚葬祭サービスなどの把

握の可否」等について 
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８月30日 第３回企画部会において、以下の事項について各府省ヒアリングを実

施 

・「事業所母集団データベースに格納する統計調査の範囲拡充」等につ

いて 

・「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガ

イドライン」の導入・適用について

・「賃金構造基本統計調査における匿名データの提供」について 

９月30日 第４回企画部会において、平成30年度統計法施行状況に関する審議結

果報告書案を審議し、決定、公表 
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１ 法人企業統計調査における調査票の督促、欠測値の補完方法 

第Ⅲ期基本計画では、法人企業統計調査における調査票の督促、欠測値の補完方法につ

いて、財務省が改善方法を検討し、平成30年度(2018年度)中に結論を得ることとされてい

る。 

（１）取組状況

財務省は、法人企業統計調査の精度向上のため、調査票の督促、欠測値の補完方

法について、以下のとおり改善方法の検討を行った。 

 第一に、回答の値が「０」である場合と欠測値の場合の区別については、両者を

区分して把握することとした。なお、データ記録の区分については、必要な予算措

置やシステム改修の後に対応を行う。 

 第二に、欠測値の補完方法に関して、ＥＤＩＮＥＴ情報（有価証券報告書）等の外部

情報の活用実績のある他統計の事例研究を行うとともに、ＥＤＩＮＥＴ情報の現状把握

とシステム的な活用について検討した。その結果、年次別調査の審査事務及び計数照会

事務において、ＥＤＩＮＥＴ情報等をより一層活用することにより、調査結果の精度向

上に取り組むこととした。 

 また、未回答法人、すなわち欠測企業に関する情報の補完については、学識経験

者を交えた研究において、現在行われている類似企業の回答を利用する方法と比較

して、欠測企業に係る過去データ（当該調査期以前に得られたデータ）を利用する

方法の有効性が認められた 1。ただし、実際の導入に当たっては、対象とする過去デ

ータの範囲など、更なる検討が必要とされたことから、引き続き研究を行っていく

こととした。 

 第三に、オンライン調査の推進、電話督促業務の外部委託の拡充を進めるととも

に、平成30年度（2018年度）に行った外部委託による督促において、企業が集中し

ている一部地域の督促を試行的に１日長く実施した。また、回収率向上方策の１つ

として掲げられている「国民に対する回答義務の周知」に関して、一部の財務局の

調査票発送用封筒に試行的に記載し、効果を検証することとした。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等

法人企業統計調査において、回答の値が「０」である場合と欠測値の場合を区分

して把握すること、ＥＤＩＮＥＴ情報等を年次別調査の審査・照会事務の効率化に

活用することについては、いずれも基礎統計の改善に向けた取組として評価できる。 

また、調査票の督促方法の改善に向けて、オンライン調査の推進、電話督促業務

の外部委託の拡充を行うとともに、一部地域の督促延長や国民に対する回答義務の

周知を試行的に実施し、その効果を検証することについては、回収率向上に向けた

取組であり、適当である。 

これら取組の中で、未回答の欠測企業の補完方法に関して、現行の方法よりも当

1 法人企業統計調査は財務諸表の各項目を調査する。このため、補完に際しては、個別項目の妥当性に加え、

各項目を足し上げたものが合計に一致するといった項目間の整合性を確保する必要がある。このような制約

を踏まえて、現行の補完手法を補足する方法として、そうした条件を満たす本方式の採用が検討された。 
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該企業の過去データを用いる方法の精度が相対的に高い、との実証的な検証結果が

得られたことは、基礎統計の改善に向けた成果の一つと評価する。もっとも、補完

に使用する過去データの範囲について確定的な結論は得られていないことから、引

き続き検証を進めることが必要である。 

なお、財務省には、透明性の確保の観点から、これらの検討状況について、ホー

ムページへの掲載等により随時公表するとともに、統計委員会にもその結果を適宜

報告することを要望する。
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２ 消費者物価指数の次期基準改定に向けた対応 

第Ⅲ期基本計画では、消費者物価指数の次期基準改定に向けて、総務省が、冠婚葬祭サ

ービスなどの把握の可否、インターネット販売価格の採用の可否を検討し、平成30年度

(2018年度)までに結論を得ることとされている。 

（１）取組状況

総務省は、消費者物価指数の次期基準改定に向け、冠婚葬祭サービスの把握及び

インターネット販売価格の採用について、有識者で構成された研究会における検討

を踏まえ、以下のとおり結論を得た。 

冠婚葬祭サービスの把握の可否については、葬儀サービス及び結婚式場サービス

について、市場動向、実査可能性等を検討した。その結果、①市場規模が増加傾向、

②サービスの構成要素が全国的にほぼ共通、③カレンダー要因による価格変動がな

く円滑な価格取集が可能、の条件を満たす葬儀サービスを次期基準改定において新

たな品目として採用する予定である。一方、これらの条件を満たさない結婚式場サ

ービスは新たな品目としての採用を見送る予定である。 

インターネット販売価格の採用の可否については、近年の消費者のインターネッ

トを利用した購入割合や業界の動向等を踏まえて検討した。その結果、次期基準改

定において、旅行サービス（航空運賃、外国パック旅行費及び宿泊料）及びテレビ

などの教養娯楽用耐久財についてインターネット販売価格を採用することとした。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等

消費者物価指数の2020年基準改定において、冠婚葬祭サービスのうち葬儀料を新

たな品目として採用することは、サービスの価格の把握拡充の点から適当である。 

一方、結婚式場サービスの把握を見送ることについては、現状では、多様化する

同サービスの価格を的確に把握・品質調整することは困難であることから、やむを

得ない。ただし、モデル化の手法を用いて、カスタマイズされたサービスの価格指

数を作成している事例もある。本サービスに関しても、ある程度定型化されたモデ

ルが設定できれば、価格を把握できる可能性もあると考えられることから、中長期

的な課題として引き続き検討を行うよう要望する。 

また、旅行サービス関連の品目（航空運賃、外国パック旅行費及び宿泊料）につ

いてはウェブスクレイピング技術を活用することにより、テレビなどの教養娯楽用

耐久財についてはＰＯＳデータを活用することにより、インターネット販売価格を

採用することは、近年のインターネット販売拡大に対応するものであり、かつ、新

たな調査負担を課さずに効率的に価格を取集できると見込まれることから、適当で

ある。 

なお、インターネット販売価格の活用に関しては、更なる精度の改善に向けての

課題も残されている。こうした点は、蓄積したデータや経験等も踏まえて検討を進

めるべき中長期的な課題であることから、今後も検討を続けることが重要である。 
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３ 事業所母集団データベースの整備・充実に向けた対応 

第Ⅲ期基本計画では、事業所母集団データベース（以下、本項目において「ＤＢ」とい

う。）の整備・充実に関し、以下の表に掲げる対応を行うこととされている。 

具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 

○ 事業所母集団データベースに格納する統計調査の範囲

拡充、法人番号公表サイトの変更情報や決算等に関する企

業の公表情報等の活用、行政記録情報や民間データの活用

及びレジスター統計2の作成内容について検討を行い、結論

が得られた取組から順次実施する。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

から順次実

施する。 

○ 専従の役員・労働者等が存在しない法人等を含めた事業

所母集団データベースに登録する法人・事業所等の情報に

ついて、事業所母集団データベースへの格納方法や、具体

的な母集団情報としての提供を検討する。 

総務省 平成30年度

末までに結

論を得る。 

○ 農林業センサスにおける一戸一法人・非法人の組織経営

体や、建設業許可事業者名簿に掲載された企業情報を、事

業所母集団データベースに登録する方向で検討する。 

総務省、

関係府省 

平成30年度

末までに結

論を得る。 

○ 法人企業統計の母集団名簿と事業所母集団データベー

スの企業数等のかい離について、産業や資本金階級別など

の企業属性ごとにかい離の状況を明らかにするとともに、

その要因を把握した上で、かい離を改善するための方策を

検討する。 

総務省、

財務省 

令和３年度

末までに結

論を得る。 

（１）取組状況 

ア ＤＢに格納する統計調査の範囲拡充については、以下の取組を行っている。

① 各産業の経済構造を毎年（経済センサス‐活動調査実施年を除く。）把握するもの

として、令和元年６月から新たに実施している経済構造実態調査の結果を格納し、

令和２年から提供予定 

② 法人番号公表サイトから法人情報を追加した名簿を用いて令和元年６月から同２

年３月にかけて実施する経済センサス‐基礎調査の結果を格納し、追加法人を判別

するフラグを付与するなどして、令和２年の同調査の確報公表に合わせて提供予定 

イ レジスター統計について、有識者を交えつつ、集計方法等の検討を進めている。

ウ 独立行政法人統計センターが実施するプロファイリング活動3において、企業ごとに

配置された専任担当者（プロファイラー）が、法人番号公表サイトの変更情報や有価

証券報告書等の情報を定期的に確認するとともに、企業のＭ＆Ａ情報等を提供してい

2 事業所母集団データベースに格納されたデータを基に、ある時点で集計したもの
3 企業毎に専任の担当者（プロファイラー）を配置し、担当企業の合併・分割等による企業・事業所の開

業・廃業状況、名称・所在地変更など統計調査の名簿に必要な基本的な情報を把握し、各種統計作成の基盤

となる事業所母集団データベースに適時に反映するもの

14



る民間商用データベースも活用するなどして、企業の合併・分割等による開業・廃業

状況、名称・所在地変更等を経常的に把握し、母集団情報を更新している。 

エ これまでＤＢに格納していなかった法人を法人番号公表サイト情報から追加するな

どして、専従の役員・労働者等が存在しない法人も格納・提供する予定である。また、

2020年農林業センサスにおける一戸一法人・非法人の組織経営体情報をＤＢに格納す

るとともに、建設業許可事業者名簿に記載された企業情報を令和元年度から順次ＤＢ

に格納する予定である。 

オ 上記エ前段の取組により約160万法人を追加した名簿を用いて経済センサス‐基礎

調査を実施し、その結果を踏まえ、法人企業統計の母集団名簿とＤＢとの間における

かい離について、令和２年度中に詳細な分析を行う予定である。  

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

第Ⅲ期基本計画に記載されているとおり、ＤＢは、企業・事業所等を対象とする各府

省の統計調査において、母集団情報として活用されているところであり、上記（１）の

とおり、ＤＢの整備・充実に向けた取組が着実に実施されていることは、企業・事業所

活動の実態・変化をより的確に把握・提供する観点から、評価できる。 

経済統計の精度向上を図る観点からは、各統計調査の母集団情報のカバレッジの拡大

が重要であることから、引き続き、各府省等との連携を図りながら、第Ⅲ期基本計画に

沿って所要の措置を講ずることが望まれる。 

なお、法人企業統計の母集団名簿とＤＢとの間におけるかい離について、総務省は、

令和２年度中に詳細な分析を行うとのことであるが、適時に、統計委員会に対し、中間

報告を行うことが望まれる。 
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４ 売上高等の集計に関する消費税の取扱い 

第Ⅲ期基本計画では、改定した「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱

いに関するガイドライン」（平成27年５月19日各府省統計主管課長等会議申合せ。平成29年

３月29日最終改定。以下、本項目において「ガイドライン」という。）について、関係府省

が、令和元年10月１日の消費税率変更及び軽減税率実施後に集計時期を迎える調査から順

次導入・適用に向けた検討に着手し、引き続き取組の推進・拡大を図ることとされている。 

（１）取組状況 

統計調査における売上高等の記入については、消費税込、原則消費税込（税抜記入も

許容）、決算値の記入など、調査により対応は区々であり、消費税込と消費税抜が混在し

た集計が行われた場合、経済規模の把握精度に支障を及ぼす可能性がある。 

このため、関係府省は、消費税込の報告と消費税抜の報告が混在する統計調査におい

て、消費税抜の報告について税込補正した上で、集計・公表するための標準的な指針と

して、ガイドラインを策定した（平成27年５月）。その後、消費税率変更及び軽減税率の

導入に対応するための検討を行い、平成29年３月にガイドラインを改定した4。 

ガイドラインでは、原則消費税込（税抜記入も許容）により売上高等を実額で把握し

ている主要構造統計調査のうち、事業所母集団データベースに調査結果を記録する統計

調査における適用を念頭に置いているが、それ以外の統計調査についても、当該統計調

査の特性や主要構造統計調査におけるガイドラインの定着状況等を踏まえ、ガイドライ

ンにのっとった補正を行うことの適否を順次検討することとしている。 

そこで、今回の審議に当たり、主要構造統計調査を中心に現行のガイドラインの適用

状況及び改定後のガイドラインの適用予定等について最新の状況を把握した。その結果、

現行のガイドラインについては、一部の統計調査について未適用となっていたが、改定

後のガイドラインについては、いずれの調査についても適用時期を明確にした上で、適

用に向けた検討が行われている状況（一部の統計調査については検討済）であった。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

経済規模等を正確に把握・推計する観点から、統計調査の集計に当たり、令和元年10

月１日に予定されている消費税率の変更や軽減税率の導入に対応することは重要である。 

こうした中にあって、主要構造統計調査を中心に、改定後のガイドラインの適用に向

けた検討が、具体的な時期を示した上で行われていることは評価したい。 

関係府省においては、主要構造統計調査だけでなく、短い周期で行われる統計調査も

含め、改定後のガイドラインの適用に向けた検討を引き続き行い、審議の際に示された

時期から適用を図ることが望まれる。 

また、今後、軽減税率の導入等により、集計上の取扱いだけでなく、調査の実施上も

難しい場面が出てくることも想定される。関係府省においては、消費税率変更前後の集

計値の段差を回避するための情報提供等、報告者だけでなく、利用者にも混乱が生じな

いような対応を実施することが望まれる。 

4 改定後のガイドラインについては、令和元年 10 月１日から施行することとされている。 
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総務省においては、ガイドラインの適用状況等について適時フォローアップするとと

もに、関係府省におけるガイドライン適用に係る経験の蓄積も踏まえ、精度が確保され

る集計方法について、関係府省との間において、継続的に検討することが望まれる。 
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５ 賃金構造基本統計調査における匿名データの提供に係る検討状況 

第Ⅲ期基本計画では、厚生労働省が、賃金構造基本統計調査（以下「本調査」という。）

における匿名データの提供について、政府全体での検討状況も踏まえ、匿名データ化の手

法が確立している世帯調査の手法を準用できる可能性のある個人票の提供を優先的に検討

することとされている。 

（１）取組状況 

本調査について、厚生労働省は、令和２年調査における調査方法の見直し等、第Ⅲ期

基本計画に示された課題に係る検討について優先して取り組んでおり、匿名データの提

供に係る検討については、現在のところ、以下に掲げるような匿名化を行う上での課題

の洗い出しに止まっている。 

① 第Ⅲ期基本計画では、個人票に係る匿名データの提供を優先的に検討することと

されているが、本調査は、事業所を対象に実施しており、個人票に係る匿名データ

の提供だけでは利用者の期待に応えることにはならず、事業所票に係る匿名データ

の提供も合わせて行うことが望ましい。 

② 事業所を対象にする統計調査では、現在匿名データの提供を行っている前例がな

い状態であり、一からの検討が必要となる。 

③ 事業所票の情報と個人票の情報とを合わせることにより、個人及び事業所の特定

が可能となることも想定され、本調査に関する匿名データ化は、個人調査を伴わな

い他の事業所対象の統計調査よりも困難度が高い。 

そこで、今後、個人票及び事業者票の匿名データ化の方法や匿名化基準等については、

総務省統計研究研修所の支援や有識者の知見を受けつつ、引き続き、検討を進め、令和

４年度末から提供を開始することを念頭に検討することとしている。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

本調査のデータは、労働者の種類などの属性情報と賃金との関係を分析する上で重要

な情報源であり、統計法における調査票情報の利用制度の下、分析ニーズに応じてデー

タがより柔軟に利用できる環境を整備する必要がある。 

一方で、本調査における匿名データの提供に当たっては、個人票だけでなく事業所票

の情報も合わせた匿名データ化の手法についても検討する必要がある。しかしながら、

事業所票の匿名データ化についてはこれまで前例がなく、課題が多いとともに、事業所

を対象とする他の統計調査とも共通の横断的な課題も想定され、丁寧かつ慎重に検討す

べきである。 

このため、事業所のデータに係る匿名化等については、調査票情報の利用制度におい

て必要な分析に応じられるよう、総務省統計研究研修所の支援を受けつつ、統計委員会

において一定の結論を得ることとする。 

厚生労働省においては、この検討に積極的に参画するとともに、その結論が得られた

後、改めて本調査における匿名データの作成・提供について検討することが望まれる。 

なお、厚生労働省においては、ユーザーの利便性向上の観点から、本調査について、

利用者からの要望に応じて参考表の追加を行うなど、集計の充実を図ることが望まれる。 
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【資 料 編】 
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平成 30 年度統計法施行状況審議の進め方について 

令和元年６月 28 日 

企画部会 

１ 基本的な考え方 

基本計画別表に掲げられた事項の取組状況などの評価については、今回は

審議の対象が第Ⅲ期基本計画の計画期間初年度の取組であり、各府省の取組

も端緒の段階であると思われることから、平成 30 年度内に取り組むこととさ

れている事項を中心に重要事項を絞り込んで審議をする。 

２ 基本計画への取組状況等に関する具体的な審議の進め方について 

（１）全体の流れ

６月の企画部会において審議の進め方及び審議事項の選定の考え方を決

定、７月に具体的な審議事項を決定、８月の部会で審議、９月末までに審議

結果を取りまとめる（別添参照）。 

（２）審議事項の選定の考え方

基本計画別表に掲げられた事項の中から次の３点を考慮し選定する。

① 実施時期が「平成 30 年度（2018 年度）末までに実施する（結論を得

る）。」とされている事項（19 件）

② 実施時期が「可能な限り早期に実施する（結論を得る）。」とされている

事項（３件）

③ 実施時期が「平成 30 年度（2018 年度）から実施する。」とされている

もののうち、検討状況又は進捗状況の詳細を確認する必要がある事項

審議候補事項を提示し、その他の事項も含め委員から意見を収集の上、部

会の協議を経て決定する。 

審議事項の件数については、スケジュール等を考慮し４件程度とする。 

（３）審議方法

審議は、審議事項に関して関係府省から資料の提出を求めた上で、関係府

省に対するヒアリング等を通じ、取組状況や今後の見通し等を精査すると

いう方法で実施し、結果を取りまとめる。 

（４）審議部会

企画部会で対応する。

ただし、国民経済計算に関する案件については、専門性を考慮し、国民経

済計算体系的整備部会において議論し、その議論を踏まえ対応する。 

※ 統計技術の評価に資する事項については、評価分科会で対応することとさ

れている。

 資料１
令和元年６月28日
企画部会決定 
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平成 30 年度施行状況報告に関する審議スケジュール（想定） 

６月 統計委員会 

・ 総務省から報告

・ 企画部会に付託

６月 企画部会 

・ 審議について審議事項の選定の考え方、審議候補事項及び審議件数見込み、

審議の進め方を説明。 

７月中旬 企画部会 

・ 委員意見等を踏まえ選定した審議候補事項を提示

・ その場で協議し、審議事項を最終決定

８月下旬 企画部会 

・ 審議

９月下旬 企画部会 

・ 審議結果報告書案の提示・決定
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